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■
経
営
の
効
率
化
に
つ
い
て
の
評
価

　

経
営
の
効
率
化
に
つ
い
て
は
、
看

護
配
置
基
準
の
見
直
し
に
よ
り
診
療

報
酬
が
２
、
２
２
５
万
円
増
収
し
た

も
の
の
、
今
後
も
看
護
体
制
の
維
持

を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
に

つ
い
て
は
、
入
院
・
外
来
患
者
、
家
族

か
ら
の
相
談
件
数
が
４
９
３
件
あ
り
、

町
内
外
の
医
療
機
関
、
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
等
の
受
け
入
れ
が
ス
ム
ー

ズ
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
は
な
っ
て
い

る
が
、
今
後
は
人
員
配
置
を
含
め
充

実
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、
地
域
連
携
室
の
配
置
に
つ

い
て
は
、
相
談
内
容
が
個
人
情
報
に

関
す
る
こ
と
が
主
な
も
の
で
あ
る
こ

と
に
配
慮
し
、
１
階
事
務
室
か
ら
２

階
看
護
師
長
室
に
移
設
し
た
こ
と
は

評
価
で
き
る
。

　

常
勤
医
師
の
確
保
に
つ
い
て
は
、

内
科
医
師
２
人
を
補
充
し
、
医
師
の

負
担
軽
減
な
ど
診
療
全
体
の
安
定
・
信

頼
性
の
確
保
に
努
め
て
い
る
が
、
今

後
に
お
い
て
も
常
勤
医
師
の
確
保
に

一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

　

一
般
会
計
か
ら
病
院
事
業
会
計
へ

の
繰
り
出
し
に
つ
い
て
は
、
診
療
所

分
を
含
ん
で
１
億
４
、
８
６
７
万
円

が
町
単
独
で
措
置
さ
れ
て
い
る
が
、

町
立
国
保
病
院
の
過
去
３
カ
年
の
累

積
欠
損
金
（
平
成　

年
度
末
）
は
１
億

２２

２
、
８
６
８
万
円
と
な
っ
て
お
り
前

年
度
よ
り
も
減
少
し
た
こ
と
は
評
価

で
き
る
が
、
病
院
・
診
療
所
に
対
す
る

繰
り
出
し
基
準
の
充
実
が
望
ま
れ
る
。

　

経
費
の
削
減
・
抑
制
対
策
に
つ
い
て

は
、
職
員
給
与
の
削
減
な
ど
医
業
費

用
の
見
直
し
を
行
っ
て
は
い
る
も
の

の
、
一
層
の
業
務
効
率
化
を
図
る
べ

き
で
あ
る
。

　

委
託
診
療
で
は
、
整
形
外
科
及
び

循
環
器
科
な
ど
４
科
目
の
診
療
が
行

わ
れ
て
お
り
、
収
益
の
増
加
の
み
な

ら
ず
患
者
の
通
院
負
担
の
軽
減
か
ら

も
診
療
日
数
の
増
を
含
め
、
一
層
の

充
実
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
及
び
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
体
制
整
備
は

図
ら
れ
た
が
、
今
後
は
多
様
な
医
療

ニ
ー
ズ
に
き
め
細
か
に
対
応
す
る
質

の
向
上
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

■
財
務
内
容
改
善
に
係
る
数
値
に
つ

　

い
て
の
評
価

　

財
務
内
容
の
改
善
に
係
る
数
値
目

標
の
平
成　

年
度
実
績
に
つ
い
て
は
、

２１

各
項
目
に
わ
た
っ
て
前
年
度
に
比
べ

て
改
善
さ
れ
て
お
り
、
特
に
経
常
収

支
比
率
に
つ
い
て
は
目
標
数
値
１
０

０
％
を
上
回
る
１
０
３
・
２
％
と
な
っ

て
お
り
、
評
価
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

　

病
床
利
用
率
に
つ
い
て
は
、
現
行

の
交
付
税
制
度
が
許
可
病
床
数
に
基

づ
い
て
交
付
さ
れ
る
仕
組
み
と
な
っ

て
お
り
、
今
後
は
国
の
病
床
削
減
方

針
等
の
動
向
を
見
極
め
て
判
断
す
る

と
し
た
考
え
方
は
妥
当
で
あ
る
と
考

え
る
。

　

職
員
給
与
費
対
医
業
収
益
比
率
に

つ
い
て
は
、
新
た
に
職
員
を
採
用
し

た
も
の
の
、
人
件
費
の
自
主
削
減
等

に
よ
り
減
額
と
な
っ
て
い
る
が
、
院

外
処
方
に
よ
り
医
業
収
益
も
減
収
し

て
い
る
た
め
比
率
は
前
年
度
を
上

回
っ
て
お
り
、
今
後
は
目
標
数
値
に

達
す
る
よ
う
努
力
さ
れ
た
い
。

　

救
急
搬
送
患
者
に
つ
い
て
は
、
時

間
外
受
入
患
者
数
が
年
間
１
、
４
０

０
人
を
超
え
、
前
年
度
に
比
べ
４
６

０
人
増
加
し
て
お
り
、
医
師
･
看
護

師
等
ス
タ
ッ
フ
の
確
保
を
含
め
一
層

の
救
急
体
制
の
確
立
を
望
む
も
の
で

あ
る
。
な
お
、
コ
ン
ビ
ニ
受
診
を
抑

制
す
る
た
め
に
町
民
へ
の
啓
蒙
を
図

る
べ
き
で
あ
る
。

■
総
合
的
な
所
見

　

せ
た
な
町
立
国
保
病
院
改
革
プ
ラ

ン
に
つ
い
て
は
、
改
革
の
中
間
年
で

あ
り
、
総
体
的
に
は
一
定
の
成
果
を

挙
げ
て
い
る
と
評
価
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
次
年
度
以
降
の
目
標
数
値
に

修
正
が
あ
る
場
合
は
見
直
し
を
検
討

さ
れ
る
と
と

も
に
、
町
民

の
医
療
ニ
ー

ズ
等
を
総
合

的

に

勘

案

し
、
今

後
、

安
定
し
た
医

療
サ
ー
ビ
ス

が
提
供
で
き

る
体
制
を
構

築
さ
れ
る
こ

と
を
望
む
も

の
で
あ
る
。

　

せ
た
な
町
立
国
保
病
院

　
　
　
　
　
　

改
革
プ
ラ
ン
実
施
状
況

  
せ
た
な
町
で
は
、
平
成　

年　

月

２０

１２

に
「
せ
た
な
町
立
国
保
病
院
改
革
プ

ラ
ン
」
を
策
定
し
、
町
民
の
皆
さ
ん

に
よ
り
良
い
医
療
を
提
供
で
き
る
よ

う
さ
ま
ざ
ま
な
病
院
改
革
に
取
り
組

ん
で
お
り
ま
す
。

  
計
画
策
定
か
ら
2
年
が
経
過
し
た

平
成　

年
度
の
国
保
病
院
改
革
プ
ラ

２２

ン
の
実
施
状
況
と
、
せ
た
な
町
医
療

対
策
等
審
議
会
か
ら
の
評
価
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
（
内
容
は
原

文
の
ま
ま
掲
載
し
て
い
ま
す
）

◆
お
知
ら
せ
し
ま
す
◆
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２1年度
（実績）

20年度
（実績）

１９年度
（実績）

97床9９床99床病床数

4８.８％45.２％44.9％病床利用率

1７,２９４人16,233人16,274人入院患者数

27,89２人27,894人27,339人外来患者数

4７.４人44.5人44.5人1日平均入院患者数

11５.3人114.3人112.0人1日平均外来患者数

１０３.２％95.4％95.4％経常収支比率

■病床数・患者数等の推移（歯科を除く）

平成２１年度
（決算）

平成20年度
（決算）

平成１９年度
（決算）

２７２,４４０198,480199,178繰入金（交付税含む）

58,72241,61240,559上記のうち一般財源分

■一般会計等からの繰入金の推移 単位：千円

地区別救急車での
搬入患者数

時間外患者数
町　外大成区瀬棚区北檜山区うち休日

(１.２%)
2人 

(１７.０%)
2８人 

(35.１%)
58人 

(４６.７%)
7７人 

1６５人 
 （7１.０％）
1,046人 

1,４７３ 人

■平成2１年度の時間外救急患者数

　※平成2１年度の救急車出動件数　4４０件（3区合計）

　※救急告示病院として、365日24時間受入れ体制を今後も維持します。　

説　　　　　明平成２１実績
目標数値

（平成23年度末）
項目

（経常収益/経常費用）×100
　入院患者数の増加、入院基本料10：1の維持によ
る入院収益の増収、救急告示病院及び病床数に対
する繰入金の交付基準の見直しによる増収により
目標値の１００％を上回った。

１０３.２%  100％以上 経常収支比率

（年延入院患者数/年延病床数）×100
　病床利用率については、前年度より全体で3.7％
アップしたが、　病床利用率を70％以上にするに
は、一般45床（13床減）、療養37床（2床減）以下
にする必要がある。病床数を15床減少すると、繰
入金が２２,８１５千円減額となるので、今後の国の病床
削減方針等動向を見据えながら対応する。

一般  ５０.５％  
療養  ４６.３％  
全体  ４８.８％  

70%以上 病床利用率

（医業収入/医業費用）×100
　入院患者数の増加、入院基本料10：1の維持によ
る入院収益の増収、救急告示病院及び病床数に対
する繰入金の交付基準の見直しによる増収により、
医業収入が増収した。

7９.６%  80%以上 医業収支比率

■財務内容改善に係る数値目標と実績


